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1 生活習慣病対策の総合的な堆進について  

平成12年から推進している「健康日本21」については、中間年である  
平成17年度を目途に、目標の設定と目標を達成するための具体的な諸活動  
の成果を中間評価し、その後の健康づくり運動に反映させることとしている。  

また、平成17年度から10年間、生活習慣病対策の推進と介護予防の推  
進を柱として健康寿命を2年程度延伸することを基本目標とする「健康フロ  
ンティア戦略」については、平成18年の医療制度改革もにらみつつ、生活  
習慣病対策を充実強化していくこととしている。  

こうした状況を踏まえ、平成16年10月以降、厚生科学審議会地域保健  
健康増進栄養部会において、生活習慣病対策（1次予防、2次予防、推進体  
制）の現状と課題及び今後の方向性について審議を行ってきたところであり  

本年7月の部会での議論の整理を踏まえ、これまでの生活習慣病対策の問  
、      題点と課題を明らかにした上で、現在、今後の生活習慣病対策の方向性につ  
いて、中間とりまとめの作業を進めていただいている。中間とりまとめの骨  
格については、9ページ参照。  

（1）メタポリックシンドロームの概念を導入した生活習慣病対策について  
我が国の平均寿命、健康寿命は、世界でも最高の水準にある。しかし、  

急速な高齢化の進展に伴い、疾病構造が変化し、がん、心臓病、脳卒中、  

糖尿病等の生活習慣病の割合は増加し、死亡原因でも生活習慣病が約6割  
を占め、医療費に占める生活習慣病の割合も平成14年度で9．9兆円、  
国民医療費の約3割となっている。生活習慣病の中でも、特に、糖尿病、  
高血圧症、高脂血症等の有病者やその予備群が増加しており、例えば、平  
成14年で糖尿病と強く疑われる人に、糖尿病の可能性を否定できない人  
を合わせると1，620万人に上っている。  

平成17年4月に、日本動脈硬化学会、日本糖尿病学会、日本高血圧学  
会、日本肥満学会、日本循環器学会、日本腎臓病学会、日本血栓止血学会  
、日本内科学会の8学会合同で疾患概念と診断基準を示した「メタポリッ  

クシンドローム」は、内臓脂肪型肥満を共通の要因とした高血糖、脂質異  
常、高血圧を呈する病態であり、それぞれが重複した場合は、虚血性心疾  
患、脳血管疾患等の発症リスクが大きく、内臓脂肪を減少することでそれ  
らの発症リスクの低減が図られるという考え方を某本としている。  
実際に肥満者の多くが、糖尿病、高血圧症、高脂血症などの複数の危険  

因子を併せ持っていること、危険因子が重なるほど心疾患、脳血管疾患を  
発症する危険が増大すること、運動習慣の徹底と食生活の改善を中心とし  
た生活習慣の改善により内臓脂肪を減少させることで高血糖、高血圧、高  
脂血といった危険因子のすべてが改善すること等を踏まえれば、今後、メ  
タポリックシンドロームの考え方を取り入れた対策を推進し、国民や関係  
者の「予防」の重要性に対する理解の促進を図っていくことが有効と考え  
られる。  

メタポリックシンドロームは、別々に進行するのではなく、「ひとつの  

氷山から水面上に出たいくつかの山」のような状態であり、投薬だけでは  
「氷山のひとつの山を削る」だけであることから、根本的には運動習慣の  

徹底と食生活の改善などの生活習慣の改善により「氷山全体を縮小する」  
ことが必要であることから、安易に薬にたよるのではなく運動習慣の徹底  

と食生活の改善が基本といった考え方を国民に広く普及するとともに、生  

活習慣改善の達成感や快適さを実感し、継続した取組を支援する環境整備  
が重要である。  
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2 生活習慣病健診・保健指導の在り方について  

生活習慣病対策の充実は、国民の健康寿命の延伸、生活の質の向上、さら  には介護予防等の観点から非常に重要であり、その中において健診・保健指   
導は、適切な生活習慣の獲得、維持がその発症や重症化予防において重要で   
ある糖尿病、高血圧症、高脂血症等の生活習慣病等の有病者やその前状態に   
ある方たちに行動変容を促すための適切な保健指導につなげるうえで大きな   

意義を有する。   
現在、健診・保健指導については、各制度に基づき、医療保険者、市町村  

、事業者等がそれぞれ実施しているが、対象者や未受診者の把握が徹底され   
ていないほか、必ずしも生活習慣の改善、行動変容につながる保健指導に適   
切に結びついていない状況が見られる。また、現在の健診・保健指導のシス   
テムが、必ずしも行動変容の必要性が高い者に対してその必要性に応じた保   

健指導を効率的・効果的に提供できる形となっていないといった問題も指摘   

されている。  

このような状況を踏まえ、生活習慣改善の必要性が高い者を健診によって   
効率的に抽出するとともに、個人の特性や緊急度に応じた生活習慣の改善の   
取組を支援する保健指導の提供等、今後の効果的な健診・保健指導の在り方   
について検討し、その基本的な方向性を提示するため、有識者の方々に御議   
論いただいてきたところである。  

この検討会の中間とりまとめ（案）においては、今後の健診・保健指導に   
っいて、個人の生活習慣の改善を一義的な目的として健診と保健指導を一体   
的なサービスとして推進する必要性を再認識すべきであり、行動変容の必要   

性の高い者に対して効率的・効果的にサービスを提供できるよう、メタポリ   
ックシンドロームの概念を導入して、「健診機会の重層化」、 「健診内容の   

重点化」、 「保健指導対象者の階層化」、 「保健指導プログラムの標準化」   

といった視点からの整理を行うことが有効であるとの方向性が示されている  
（⊃  
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4 運動施策について  

健康づくりには栄養、運動、休養をバランスよく取り入れていくことが   

重要とされているが、平成16年に内閣府が行った「体力・スポーツに関  
する世論調査」によると普段、運動不足を感じている人は6割以上にのぼ   

るため、今後は気軽にかつ身近に運動不足が解消できる環境の整備、情報  
の提供を行っていくことが重要である。   

（1）運動所要量及び運動指針について  
健康を維持するために必要な運動量を示した「運動所要量」及び運動所   

要量に基づいて誰もが気軽に連動を行えるよう「連動指針」を策定し、普   

及啓発を行っているところであるが、策定時に比べ科学的知見の蓄積が進  

んでいることから、これらの見直しを行うため、本年8月に「運動所要量   

・運動指針の策定検討会」（座長：（財）愛知県健康づくり振興事業団健  
康科学センター長 富永祐民）を設置したところである。   

（2）健康増進施設認定制度について  
国民の健康増進を図るため、厚生労働大臣が、健康増進施設認定規程（  

昭和63年11月厚生省告示第273号）に基づき、健康増進のための運  

動を安全かつ適切に実施できる施設と、運動に加えて温泉利用等を適切に   

実施できる施設を、それぞれ運動型健康増進施設及び温泉利用型健康増進   

施設として認定しており、平成17年8月1日現在、連動型健康増進施設   
は343施設、温泉利用型健康増進施設は29施設が認定されている。  

また、平成15年度から、温泉利用に重点をおいた温泉利用プログラム  
型健康増進施設を新たな類型として設け、本年7月に3施設が認定された  

ところである。   

（3）健康づくり運動指導者の育成について  
運動指導者の知識及び技能の向上を図るため、健康運動指導士及び健康  

運動実践指導者の認定事業を行い、（財）健康・体力づくり事業財団にお  
いてそれらの資格者の養成を実施している。  

平成17年3月31日現在の養成者数は健康運動指導士10，304名   
、健康運動実践指導者18，124名となっている。  

なお、本資格は平成17年度末をもって、厚生労働大臣のいわゆるお墨  
付きを廃止することとなっている。  
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5 たばこ対策について  

たばこが健康に悪影響を与えることは明らかとなっており、がん、循環一器   

病等の生活習慣病を予防する上で、たばこ対策を進めることは重要な課題で   

ある。  
このため、平成12年から推進している「健康日本21」において、  

①喫煙がもたらす健康影響についての知識の普及、  

②未成年者の喫煙の防止、  
③公共の場所での分煙の徹底及び知識の普及、  

④禁煙希望者に対する禁煙支援プログラムの普及、   
の4つを柱とし、総合的なたばこ対策を推進している。  

また、平成15年5月に施行された健康増進法においても、多数の者が利   
用する施設を管理する者は、受動喫煙を防止するために必要な措置を講ずる   
よう努めなければならない旨が規定されたところである。   

（1）たばこ対策緊急特別促進事業について  
国民全体での喫煙率が減少傾向にある中、未成年者の喫煙率の高さが社  

会的な問題として指摘されていることや、国民からの要望が高い娯楽施設  
や飲食店、タクシーなど中小の事業者における受動喫煙防止対策への取組  
が不十分なこと等が指摘されているところである。  

このような状況の下、都道府県において、地域での連携を図るために地  
域のたばこ対策関係者からなる協議会を設置するほか、未成年者や子ども  
への影響の大きい父母等に対する喫煙防止対策及び特に受動喫煙防止対策  
が遅れている娯楽施設等を対象とした禁煙・分煙指導を効果的に推進する  
ことに重点を置き、地域の関係者と連携したたばこ対策の推進を図るもの  
である。   

（2）たばこ対策を巡る最近の動向について  
本年2月に保健分野における初めての多数国間条約である「たばこの規  

制に関する世界保健機関枠組条約」が発効し、我が国も批准国として、た  
ばこ対策を強力に推進することが求められている。  

このため、条約の批准とともに、たばこ対策関係省庁連絡会議を設置し   
、関係省庁の密接な連携の下にたばこ対策を促進することとしており、本  
年1月の第1回局長級会議においても、未成年者の喫煙防止対策、受動喫  
煙防止対策の一層の推進を図っていくことを確認したところである。  

さらに、本連絡会議の幹事会の下に、「未成年者喫煙防止対策ワーキン  
ググループ」を設置し、①未成年者の喫煙防止教育、②たばこの入手方法  
に応じた喫煙防止、③喫煙習慣者への禁煙指導等について検討を行ってい  

るところである。  
また、成人の喫煙率のうち、男性の喫煙率は減少傾向にあるが、女性の  

喫煙率の減少傾向は認められておらず、女性では20歳代の喫煙率が最も  

高く、約2割となっていることから、20歳代から30歳代の女性を中心  
に禁煙の意思を有する者の自主的な禁煙の試みを積極的に支援するための  
禁煙支援マニュアルを本年度中に策定する予定であるので、その普及、活  
用をお願いしたい。  
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今後、地方自治体において、こうした禁煙を支援  

を実施するにあたり、担当者が最新の動向や知識を  

担
 
 

「たばこ対策」の推進を図ることができるよう、  
11月下旬に予定しているので積極的な参加をお願い  
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6 がん治療水準の均てん化の推進について   

（1）がん治療水準の均てん化の推進について  
がん医療水準の均てん化については、「第3次対がん10か年総合戦略   

」及び「健康フロンティア戦略」でも重大な課題として取り上げられてお  
り、が ん対策における重点課題の一つである、がん医療の「均てん化」を  
進めるため、昨年9月から厚生労働大臣の懇談会として、「がん医療水準  
均てん化の推進に関する検討会」を開催してきたところであり、本年4月   
、がん専門医等の育成、医療機関の役割分担とネットワークの構築、情報   
提供・普及、地域がん診療拠点病院制度の見直しの方向性等について報告  
がまとめられた。   

（2）地域がん診療拠点病院のあり方について  
「がん医療水準均てん化の推進に関する検討会」からの提言を受け、地  

域がん診療拠点病院の役割を充実強化するため、本年7月に「地域がん診  
療拠点病院のあり方に関する検討会」を設置し、2回にわたり有識者の先  
生方にご議論いただいたところである。  

この検討会においては、地域がん診療拠点病院制度について、①指定要  
件をできる限り数値を含めての明確化、②指導的な役割が期待できる特定  
機能病院の拠点病院への指定促進、③拠点病院の役割分担を明確化すると  
ともに、それを踏まえた診療連携、教育研修等のネットワークの構築、④  
がん患者及びその家族の不安や疑問に適切に対応するための医療相談室の  

を中心に指定要件の見直しについ  
れたところである。  
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機能強化、⑤  更
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ての検討が行われ、先般、  

（3）「地域がん診療拠点病院の整備に関する指針」の見直しについて  
現在、「地域がん診療拠点病院のあり方に関する検討会」での意見を踏   

まえ、平成13年8月30日健発第865号厚生労働省健康局長通知の別   
添「地域がん診療拠点病院の整備に関する指針」の見直しを行っていると   

ころであり、近日中に新たな整備指針について各都道府県あて通知する予   
定である。  

また、当該「整備指針」の適用にあたり、予算措置が必要となる指定要   
件もあることから、正式には来年4月以降に施行することとしており、具   
体的な指定手続き等については、概ね次により行う。  

① 既指定の拠点病院の取扱いについて  
平成20年3月末までは、新たな整備指針に某づく指定を受けてい  

るものと見なすこととするが、新たな整備指針への適用を円滑に行う  
ことが必要であることから、別途依頼する現況報告による審査を行い  
、指定要件を満たさない部分については、速やかに改善をお願いする  
こととしている。  

また、平成20年3月末までに新たな繁備指針への適用がなされな  
かった場合には、指定を取り消すこととしてい るので留意願いたい。  

② 新規指定の取扱いについて  
地域がん診療拠点病院は、2次医療圏に1か所程度を目途に整備す  

ることとしていることから、新規指定の推薦を行う場合は、新たな整  
備指針に某づき、末贅備の地域については、医療計画等を考慮の上、  

－7－   



積極的に整備をお願いしたい。  

なお、推薦書類の提出手続き等については、別途連絡する予定であ   
る。  

③ 都道府県がん診療拠点病院（仮称）の指定の取扱いについて   

新たな整備指針においては、都道府県の中心的ながん診療機能を担   
い、主に地域がん診療拠点病院の医師・看護師等への研修の実施や情   
報提供、症例相談や診療支援等の機能を担う、都道府県がん診療拠点   
病院（仮称）を各都道府県に1か所程度指定することとしているため  
、推薦する医療機関の検討をお願いしたい。  

また、既指定の拠点病院を都道府県がん診療拠点病院（仮称）とし   
て推薦する場合も、新規指定の取扱いとなるので留意願いたい。  

なお、推薦書類の提出手続き等については、別途連絡する予定であ  
る。  
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